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コンテンツ配信プラットフォームのサービス化

• デジタルテレビ向けのポータルサービス事業行う、テレ

ビポータルサービス㈱様の「アクトビラ」向けに高画質

コンテンツ配信プラットフォームを提供。

ＵＭＰ（統合マネージドプラットフォーム）の営業展開を開始

• ＩＩＪのサービスやソリューションを組み合わせ、信頼性

の高い安定したネットワーク環境を構築し、ネットワー

ク全体の統合管理を行うプラットフォームを提供。

2008年3月期 第１四半期 総括

（前年同期比 ＋0.5ポイント）5.0%%営業利益率

営業収益（売上高） 137.0億円 （前年同期比 ＋12.6億円、＋10.1%）

営業利益 6.9億円 （前年同期比 ＋1.3億円、＋23.7%）

第1四半期における過去最高の営業収益（売上高）・営業利益を達成し、非常に順調なスタート

事業展開・サービス開発の推進

（株）IIJテクノロジー、 （株）ネットケアを100%完全子会社化（5
月11日）。更なるソリューション提供体制の強化、グループ経

営の最適化を図る。

個人向けISPサービス事業拡大を目的に100%連結子会社と

して設立した（株）ハイホーの事業を6月1日より開始。

IIJの高い運用技術を活かし、米国GDX Network,Inc.と合弁

で新世代メッセーシング環境を実現するため、 GDX Japan 
（株）を設立。

中長期成長のための事業基盤強化

企業の広帯域化の進展に伴い、インターネット接続サービス売上増加基調が更に進展。

メール系、セキュリティ系、SEIL/SMF、DC等の付加価値サービスがいずれも順調に推移。

「IIJセキュアMXサービス」等の迷惑メール対策ソリューションで提供のアカウント数は45万を突破。

インターネット接続サービス及び付加価値サービスの売上総利益が前年同期比 4.1億円増加。利益増加に寄与。

システムインテグレーション受注残は3月末比 81.3％増。下期に向けて順調に案件積み上げ。
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2008年3月期 第１四半期 実績

単位：億円単位：億円

2

　　　　　売上比 　　　　　売上比
1Q07 1Q06

（2007/4～6） （2006/4～7）

79.9% 81.5%

109.4 101.3
20.1% 18.5%

27.5 23.0
15.1% 14.0%

20.6 17.4
5.0% 4.5%

6.9 5.6
5.5% 8.0%

7.6 10.0
4.2% 5.9%

5.7 7.3

前年同期比

137.0 10.1%124.4

売上原価 8.0%

営業収益 （売上高）

売上総利益 19.5%

販売管理費等 18.2%

2,777円 △820円

△22.2%

１株当たり当期純利益 3,597円

第1四半期純利益

税引前当期利益 △24.3%

営業利益 23.7%
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3,446 3,378 3,227 3,248 3,223 3,293 3,307 3,385 3,779

2,321 2,389 2,613 2,601 2,641 2,863 2,793 2,848 3,092

2,647 2,757 2,821 2,984 3,254 3,350 3,488 3,775
3,7821,193

2,405 2,440

6,258
2,778

3,871 3,605

6,405
2,553

273

1,001 769

1,042

542

630 393

609

491

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

17.8% 17.2%
18.7%

17.1%
18.5% 18.3%

21.0%
19.8% 20.1%

営業収益（売上高）

単位：百万円単位：百万円

企業の広帯域利用に伴う法人向け接続サービスの売上増加基調の強まり、個人向け接続サービスにおける（株）ハイホー売上の寄与
（339百万円、１ヶ月間 ）、サービス積み上げによる付加価値サービス売上の継続伸張等、企業決算期に関連し売上が弱含みする1Ｑ

において、恒常売上が堅調に売上増加を牽引。

売上総利益率は 20.1%、前年同期比 +1.6ポイントと大幅に向上。

機器販売ネットワークシステム等の構築

ネットワ－クシステム等の運用・保守

付加価値サービス及びその他

インターネット接続サービス 売上総利益率

9,8809,880

11,911,92929 11,87011,870

16,13316,133

12,4312,4377

14,00714,007 13,5813,5877

17,0217,0233

13,69613,696

77.8％

恒常売上

22.2％

一時売上
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13.9% 13.5% 13.8% 13.0% 13.5% 14.6%
16.8% 17.4% 17.5%

売上原価・売上総利益率

単位：百万円単位：百万円

インターネット接続及び付加価値サービス

機器販売

システムインテグレーション
システムインテグレーション

インターネット接続及び付加価値サービス

売上原価 売上総利益率

8,1188,118
9,8739,873 9,6529,652

13,37313,373

10,13410,134
11,44811,448

10,7210,7277

13,65813,658

システムインテグレーション

バックボーン等の回線コスト、ネッ
トワーク関連機器に係わるコスト、
ネットワークオペレーションセン
ター等のネットワーク運営コスト、
人件費、等

[固定的コスト中心]

[変動的コスト中心]

インターネット接続及び

付加価値サービス

10,94210,942

24.2% 24.1%
25.7%

20.1%

24.0%
22.3%

25.0%

21.3%
23.5%

4

インターネット接続及び付加価値サービス原価 ：（株）ハイホーの原価406百万円（1ヶ月間）が追加

システムインテグレーション原価 ：事業規模拡大に伴い、人件関連費用等が増加

人件費、外注費、仕入、等

4,964 4,988 5,035 5,091 5,070 5,254 5,073 5,148 5,670

2,910 3,919 3,910

7,381
4,581

5,611 5,322
8,016

4,849244
966 707

901

483
333

494

423583

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07
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インターネット接続及び付加価値サービス
営業利益（売上高）・売上総利益増加の詳細

営業利益（売上高）増加要因 売上原価増加要因

単位：百万円単位：百万円

5

法人向け
接続サービス

+240

個人向け
接続サービス

+316

付加価値
サービス
その他

+451

hi-ho原価

+406

+53
消耗品等 回線関連

費用

+44

人件関連
費用

+81
その他

+15

売上総利益

前年同期比 +407百万円

（+4.0ポイント）

（+407百万円、+51.3%）

1Q07 : 17.5%⇒1Q06 : 13.5%売上総利益率:

1Q07 : 1,202百万円⇒1Q06 : 794百万円売上総利益:

＜前年同期比の金額差分＞＜前年同期比の金額差分＞
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768 800 755 757 790 843 910 896 939

714 699 739
995 915 862

924
1,270 1,06734 50 33

41 40 43
40

55
56

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

販売管理費

単位：百万円単位：百万円

販売費 一般管理費 研究開発費

1,5161,516 1,5491,549 1,5271,527

1,7941,794 1,7441,744 1,7471,747
1,8741,874

2,2212,221

販売費 ：事業規模拡大に伴う人件関連費用、広告宣伝費の増加及び（株）ハイホー関連費（1ヶ月間）等により、前年同期比

18.9%の増加 。

一般管理費 ：広告宣伝費、人件費・外注人件費の増加等により、前年同期比 16.6%の増加。

（4Q06においては、取締役退職慰労引当金200百万円、主要子会社における有給休暇引当金225百万円（原価を

含む）との一時的な費用を計上。）

2,2,062062
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247

507
691

966

559

811
986

692623

1,001
1,189

1,941

734

2,120

1,405

571

1,144
1,151

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

営業利益・当期純利益

単位：百万円単位：百万円
営業利益 当期純利益 営業利益率

営業利益 ：主にインターネット接続サービス、付加価値サービスが好調に推移し、売上総利益が増加したことにより、前年同期比23.7%の増加。
営業利益率は前年同期比 0.5ポイントの増加。

当期純利益
その他の収益 ： 投資有価証券の売却益が 214百万円と、前年同四半期の 478百万円から減少したことを主な要因として、

前年同四半期の 440百万円から 65百万円に減少。
法人所得税 ： 前年度に計上した繰延税金資産の取り崩しによる法人税等調整額（損）を144百万円計上したこと等により、175百万円。
少数株主損益 ： 2007年5月に連結子会社(株)アイアイジェイテクノロジー及び(株)ネットケアの完全子会社化に伴い、連結子会社4社に対す

る少数株主損益が生じなくなり、9百万円の利益。
持分法による投資損益： 立ち上げ時にある関連会社（株）インターネットレボリューションに係る損失等にて、20百万円の損。

7

2.5%

4.3%

5.8% 6.0%

4.5%

5.8%
7.3% 6.7%

5.0%
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税効果会計による法人税調整額推移イメージ

FY06 FY07 FY08 FY09
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

＋

ー

0

FY07分

FY08分

11.1億円

5.5億円

5.7億円

FY09分

子会社連結
納税適用分

FY08利益実績
見直しによる

増加分

FY10分

FY11分

将来利益想定
当期 1Q 2Q
前期 3Q 4Q

利益額にて想定する将来
2期分の利益を元に算定

本ページは税効果会計による法人税調整額推移イメージの
説明用資料であり、実際の数値とは異なりますのでご注意ください。

8
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2,899 2,845 2,712 2,724 2,733 2,799 2,813 2,893 2,973

546 533 490 493 494 492 806

1,388 1,459 1,649 1,755 1,741 1,906 1,861 1,907
2,105

933 930 964 846 900 957 932 941
987

525516

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

各サービスの概況 ～インターネット接続及び付加価値サービス～

付加価値サービス

その他
契約総帯域（Gbps)

個人向け接続サービス
法人向け接続サービス

法人向け接続サービス：（1Q07末 21,210契約）企業の広帯域化の進展に伴うＩＰサービスが順調に推移。

個人向け接続サービス：（1Q07末 555,946契約）6月より子会社となった、（株）ハイホーの売上（339百万円、186,677契約、1ヶ月間）を計上。

付加価値サービス・その他：昨年度に引き続き、「IIJセキュアMXサービス」等のプロダクツが好調に推移。 4月より池袋データセンターの稼動も開始。

契約総帯域 ：2007年3月に増速顧客の移行に伴う併用分（15.2Gbps）を含んでいたため、移行分を補正すると、308.3Gbpsから330.3Gpbsとなり、

増加基調は継続。

5,7675,767 5,765,7677 5,8415,841 5,8495,849 5,8645,864
6,1566,156 6,106,1000 6,26,23333

売上総利益率
営業利益（売上高）

6,6,871871

恒
常
売
上

単位：百万円単位：百万円

増速顧客の移行
に伴う併用分
（15.2Gbps)を含む13.9% 13.5% 13.8% 13.0% 13.5% 14.6%

16.8% 17.4% 17.5%

9

140.9 151.0
185.5 194.9

225.4 253.2 260.0
323.5 330.3
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2004 2005 2006 2007

企業内のメールシステムとインターネットの
間に設置したIIJのゲートウェイサーバを介し

て、迷惑メール対策をはじめ、送信ドメイン
認証、メール送受信経路の暗号化、メール
の全文保管など、メールに関するあらゆるセ
キュリティ機能を提供するASPサービス。

メールセキュリティ系サービス（付加価値サービス）の動向

2004/1
スパム対策のワーキング・
グループ「Messaging Anti 
Abuse Working Group」に
参加

2006/10
「ＩＩＪセキュアMX
サービス」（SMX）
提供開始

2007/3
SMXにメールボッ
クス機能を追加

＜迷惑メール対策＜迷惑メール対策 導入アカウント数の推移＞導入アカウント数の推移＞

＜サービスイメージ＞

＜IIJセキュアMXサービス 概要＞

2004/10
ＩＩＪが提供する企業向け
電子メールアウトソース
サービスに迷惑メール対
策機能を拡充

2005/3
国内主要ISPや携帯通
信事業者と共同で迷惑
メール対策グループ
「JEAG」を創設

2006/11
SMXにストレージ
機能を追加

30万アカウント

45万アカウント

10

導入アカウント数
約45万件突破

昨今の迷惑メール等の件数増加に伴い、ＩＩＪの提供するメールセキュリティ系サービス（ＩＩＪセキュアMXサービス（SMX）、（MXL））

に対するニーズが急拡大しており、2007年6月末において導入アカウント数約45万件を突破。

大手既存顧客を中心に導入が進展。今後も約6,500社の既存顧客をベースとして、又、新規顧客へのサービス提供も推進。
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2,647 2,757 2,821 2,984 3,254 3,350 3,488 3,775 3,782

1,193
2,405 2,440

6,258

2,778
3,871 3,605 2,553

6,406

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

各サービスの概況 ～システムインテグレーション（SI）～

ネットワークシステム等の運用・保守ネットワークシステム等の構築

単位：百万円単位：百万円

ネットワークシステム等の構築 ：企業の決算期に伴い、1Ｑは弱い傾向にあり、前年同期比 8.1%減。一方、3Q以降に検収が見込まれる案件

が順調に積み上がり、受注残は、1Q07末時点：17,174百万円（前期末比 +81.3%）と増加基調が継続。

ネットワークシステム等の運用・保守：アウトソーシングニーズは引き続き好調であり、恒常的な売上である運用・保守が堅調に推移し、前年同期比

16.2%増。

3,8403,840

5,1625,162 5,2615,261

9,2429,242

6,0326,032

7,2217,221 7,0937,093

10,1810,1811

売上総利益率
営業利益（売上高）

6,3346,334

恒
常
売
上

一
時
売
上

24.2% 24.1%
25.7%

20.1%

24.0%
22.3%

25.0%

21.3%
23.5%

1Q07末受注残

17,174百万円

4Q06末受注残

9,471百万円
4Q05末受注残

6,246百万円

2Q06末受注残

10,362百万円

11
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2007年6月末 2007年3月末 前期末比

現金及び預金 12,598 13,555 △ 957

売掛金 7,945 9,676 △ 1,731

たな卸資産 2,077 1,111 +966

前払費用 2,228 1,053 +1,175

売却可能有価証券 1,018 1,310 △ 292

有形固定資産 11,319 9,832 +1,486

無形固定資産 5,856 2,877 +2,979

その他資産 3,630 3,260 +370

銀行借入（長期、短期） 11,319 6,340 +4,979

欠損金 △ 24,006 △24,271 △ 265

その他包括利益累計額 638 950 △ 312

資本合計 21,077 20,112 +965

総資産 51,775 47,693 +4,082

連結バランスシートの状況

単位：百万円単位：百万円

12

連結子会社の少数株主からの株式
取得のための短期借入金5,000百

万円の増加等。

子会社株式追加取得による営業権
の計上等による増加。

進行中ＳＩ案件の増加による増加。

賞与、SI案件に伴う保守料等の増加。

（株）ハイホー子会社化に伴う資産
の増加、SI関連顧客用設備、ネット

ワーク関連設備の増加による増加。
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1,027
1,969

951

2,611

905
1,608

2,063
2,826

(1,328)
1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

連結キャッシュ・フロー

単位：百万円単位：百万円

• 恒常売上（インターネット接続サービス及び付加価

値サービス）の好調な推移に伴い営業利益が増加

• 進捗中のSI案件に関する仕掛品、前払費用等の

支出

• 4Q06に完了したSI案件に関する1,065百万円の未

払金減少

• 法人所得税の支払い726百万円

等にて、1,328百万円の支出。

営業キャッシュ・フロー

投資キャッシュ・フロー

財務キャッシュ・フロー

• 売却可能有価証券の売却による収入538百万円

• 少数株主からの子会社株式取得による支出

1,975百万円

• （株）ハイホーの株式取得による支出（差し引き）

912百万円

• 有形固定資産の取得による支出570百万円

等にて、3,520百万円の支出。

• 連結子会社2社の株式取得のための新規借入金

5,000百万円を含む借入金の調達5,729百万円

• キャピタル・リース債務の元本返済775百万円

• 短期借入金750百万円の返済

等にて、3,898百万円の収入。
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533
795

1,697 1,737

842
636

1,250 1,224

2,232

1Q05 2Q05 3Q05 4Q05 1Q06 2Q06 3Q06 4Q06 1Q07

CAPEX・減価償却・ Adjusted EBITDA 
単位：百万円単位：百万円

CAPEX

4Q06分のずれもあり、バックオフィス関連及びネットワーク関連機器の調

達、更新等にて前年同期比 165%増。

＜内訳＞
リース取得 1,662百万円 ：ネットワーク設備、顧客向け設備等

資産取得 570百万円 ：バックオフィス、ソフトウェア等
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中間連結業績予想の修正について

単位：億円単位：億円

[[修正理由修正理由]]：税効果会計による法人税等調整額の四半期における計上時期の修正：税効果会計による法人税等調整額の四半期における計上時期の修正 ＜通期業績予想への影響はナシ＞＜通期業績予想への影響はナシ＞

FY06（前年度）末における税務上の欠損金 ： 17,083百万円

⇒ FY06（前年度）2Q ： 1,245百万円の法人税等調整額（益）を計上

ＦＹ07（今年度）2Q ： 利益規模の増加傾向を踏まえた繰延税金資産に対する評価性引上金の見直し（予定）

連結納税制度適用申請の実施による完全連結子会社を含めた税効果会計の適用（予定）

⇒ FY07（今年度）1Qにおける法人税等調整額（損）を相殺のうえ法人税等調整額（益）を計上（予定）
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（参考）

　　　　　売上比 　　　　　売上比

修正後 修正前

6.0% 6.0% 6.7%

18.0 18.0 46.0
6.0% 6.0% 7.4%

18.0 18.0 51.0
5.1% 4.6% 8.1%

30.0 14.0 56.0

27,122円
一株当たり

当期（中間）純利益 +7,749円 +114.3%14,529円 6,780円

当期（中間）純利益 +16.0 +114.3%

―税引前
当期（中間）利益 ―

営業利益 ―

―

―

営業収益
 （売上高） 302.0 ―302.0 690.0

中間連結予想数値

通期連結
予想数値

増減額 増減率
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ポイント管理システムの提供等45%タイヘイコンピュータ㈱

インターネットポータルサイトの運営等30%㈱インターネットレボリューション

相互接続ポイントの運営、コンテンツ配信等29.4%インターネットマルチフィード㈱

持分法適用

関連会社

メッセージ交換ネットワークサービスの提供
等

51%GDX Japan㈱

個人向けＩＳＰ事業及び法人向けｿﾘｭｰｼｮﾝ事
業の提供等

㈱ハイホー

米国でのインターネットバックボーン網の運
用、インターネット接続サービスの提供等

IIJ America Inc.

LAN関連を中心としたネットワーク構築等ネットチャート㈱

ネットワークシステムの運用監視、カスタマ
ーサポート、コールセンター等

㈱ネットケア

金融機関向けシステムの開発、運用保守等
㈱アイアイジェイ フィナンシャル

システムズ

システムの設計、開発、構築及び運用保守
等

100%

㈱アイアイジェイテクノロジー

連結子会社

主な事業内容出資比率社名

IIJグループ企業一覧（8月13日現在）

16
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主要なプレスリリース一覧

「IIJドキュメントエクスチェンジサービス」の無料トライアルをオンラインで提供開始7/19

テレビポータルサービスが開始するアクトビラに高画質コンテンツ配信プラットフォームを提供8/9

内 容リリース日

ハイホー、廉価でIP電話対応の「まとめてADSL-ｅコース お得プラスサービス」を期間限定で提供開始6/28

「統合マネージメントプラットフォーム」を提供開始6/27

ハイホー、FTTHサービスを対象にお得な各種キャンペーンを実施6/27

「IBPS サーバマネジメントサービス」の提供を開始6/ 5

株式会社ハイホー事業開始に関するお知らせ6/ 1

JPNAP大阪「PI/CUGサービス」の提供開始5/24

「IIJ FiberAccess/Fサービス」の対応品目にフレッツ・光プレミアムタイプを追加5/10

「IIJサーバ証明書管理サービス」を提供開始4/23

「日本コンピュータセキュリティインシデント対応チーム協議会」が発足4/17

平田機工株式会社様との業務上の提携に関するお知らせ4/16

新世代のメッセージングサービス事業を行う合弁会社「GDX Japan」を設立4/ 9

簡易株式交換による連結子会社２社の完全子会社化に関するお知らせ4/ 5

「池袋データセンター」を稼動開始4/ 2

17
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（参考） ～インターネット接続及び付加価値サービス～

付加価値サービス

その他ダイヤルアップ接続サービス
専用線接続サービス

5,7675,767 5,765,7677 5,8415,841 5,8495,849 5,8645,864
6,1566,156 6,106,1000 6,26,23333

営業利益（売上高）

6,6,871871

単位：百万円単位：百万円

＜旧サービス区分での内訳＞
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事業等のリスク

本資料には、1995年米国民事訴訟改革法（Private Securities Litigation Reform Act of 1995）の「セーフハーバー」規定に定義
する「将来性の見通しに関する記述（forward looking statements）」に該当する情報が記載されています。本資料の記載のうち、
過去または現在の事実に関するもの以外は、将来の見通しに関する記述に該当します。将来の見通しに関する記述は、現在入
手可能な情報に基づく当社グループまたは当社の経営陣の仮定及び判断に基づくものであり、既知または未知のリスク及び不確
実性が内在しています。また、今後の当社グループまたは当社の事業を取り巻く経営環境の変化､市場の動向､その他様々な要
因により、これらの記述または仮定は､将来実現しない可能性があります。現時点において想定しうる当社グループの主なリスク
及び不確実性として、

１） 国内景気の低迷、経済情勢の変化等による企業のシステム投資及び支出意欲の低下、

２） あらゆる事象を要因とするサービスの中断等による当社グループのサービスへの信頼性の低下、

３） 役務提供に必要なバックボーン回線、外注費等の調達要領及びコストの変化、

４） 競合他社との競争及び価格競争の進展、

５） 業績の四半期毎の季節変動の増大、

６） 保有株式の時価の変動による経営成績及び財務状況への影響、

等がありますが、これら及びその他のリスク及び不確実性については、当社グループまたは当社が、1934年米国証券取引法
（Securities Exchange Act of 1934）に基づき米国証券取引委員会に届出し開示している英文年次報告書（Form 20-F）及びその
他の書類をご参照下さい。
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